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　今回の改正商法は昭和41年に審議が開始されて以来、多くの困難と永い年月とを経てようやく成立
したものであると言われている＊。今回の改正は昭和37年の改正以後に行なわれた意味のある、そし
て、広い範囲にわたっての改正である。たとえば、「累積投票」（第256条の3）、「準備金の資本組入
れによる抱合せ増資」（第280条の9・第2項）、「中間配当」（第293条の5）などの直接に財務会計
とは関係のない改正点があげられる。しかし、なんといっても、今回の改正の中心は、「取締役に対
し報告を求め調査する権限」（第274条）、「子会社に対し報告を求め調査する権限」（第274条の2）、
「監査役の差止請求権」　（第275条の2）といった業務監査権が監査役に付与され、その任務の遂行
を容易ならしめるために、「任期をニケ年」（第273条第1項）に延長し、「監査役の取締役会出席・
意見申述権」　（第260条の3）を認めるなど、監査役の地位と権限とを強化し、さらに、特例法によ
って商法に会計監査人の監査を導入するというように、監査制度の充実をはかった点にある。それは
昭和40年10月の山陽特殊鋼の倒産をはじめとして、その後の株式会社の粉飾決算・不正経理といった
事件が今回の商法の改正動機となっている＊＊という事実から充分に察せれるであろう。
　　＊　黒沢　清「商法改正によせて」企業会計第26巻5号p．2参照、金子佐一郎「改正商法の成立にあたって」
　　企業会計第26巻5号pp．4－5参照、田辺　明「商法改正の経緯と今後の商法改正」企業会計第26巻5号
　　PP，7－9参照。
　終　田辺’明　前掲稿　p．7参照、「商法の一部を改正する法律案要綱の解説」産業経理第30巻5号p．41参
　　照。
　監査制度充実のために会計監査人の監査が特例法によって商法に導入されることになったわけであ
るが、それによって会計監査人の監査は商法上の監査と証券取引法上の監査と二重に行なわれること
になる。しかし、．仮に両法それぞれの規定に従って行なう監査報告の内容が異って提出されるとした
ならば、それは監査制度充実の効果よりもむしろはなはだしい混乱を引きおこすもとになってしまう
であろう。そこで、両者の監査基準を一致させることが必要とされ、商法第32条、第33条、第34条、
第281条、第285条の6といった財務会計に直接に関係のある諸規定が改定されたのである。本稿に
おいては、これらの規定のうちから特に第32条の規定をとりあげ、この規定によって生ずる問題につ
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いて若干の考察を行ないたい。
1商法第32条の規定
　改正商法第32条は「会計帳簿」に関する規定であって、　「1　商人は営業上の財産及び損益の状況
を明らかにするため会計帳簿及び貸借対照表を作ることを要す。2　商業帳簿の作成に関する規定の
解釈に付ては公正なる会計慣行を勘酌すべし。」と規定されている。
　1　商　業　帳　簿
　改正前商法は商人に対して作成を義務づけた商業帳簿として、　「日々の取引その他財産に影響を及
ぼすべき一切の事項を記載する」帳簿一日記帳（第32条）と「財産目録及び貸借対照表」　（第33条）
との三つを規定していた。それが、今回の改正においては上記の文言のごとく改正されたのである。
ただ、改正案の文言では第一項に損益計算書が含まれていたのであるが、改正商法ではそれが削除さ
れている。すなわち、　r参議院の法務委員会の審議の過程において、小規模企業にとっては損益計算
書の作成は非常にむずかしいものという先入観があったのか、個人商店にまで損益計算書の作成を課
するのでは酷ではないか、というような当を得ない考えか・ら、これが削除されるに至った。』＊しか
し、条文中から損益計算書という語が削除されているからといって、小規模企業あるいは個人商店に
対して損益計算書の作成義務が免除されたものとみるべきではないであろう。いかに小規模企業ある
いは個人商店であろうとも営利経営である以上、商人は損益計算的思考をもっており、仮に商法が会
計帳簿の作成を義務づけていなくとも、複式簿記あるいは単式簿記を用いて記帳を行なっているはず
である。複式簿記を用いるならば当然であるが、仮に単式簿記を用いていても、入金・出金を各勘定
科目に整理することによって、在高・損益が同時に計算されうる。つまり、貸借対照表が作成されう
るならぽ、それと同時的に損益計算書が作成されうるのであり、又、両者に表示される純利益の額は
互に一致することをもって、計算の正しさが証明されるのである。ただ、互に一致する純利益の額が
貸借対照表に表示されているからといって、それは損益の状況（経営成績）を明らかにすることには
なならい。なぜならば、貸借対照表は、財産の状況（財政状態）を明らかにするものであり、経営成
績は損益計算書によって明らかにされるものであるからである。従って、第一項が「商人は営業上の
財産及び損益の状況を明らかにするため会計帳簿及び貸借対照表を作ることを要す。」．と規定すると
き、そこに損益計算書という語が明示されていなくとも、商人に作成が義務づけられた商業帳簿とし
て、会計帳簿及び貸借対照表の他に損益計算書も含まれていると理解されよう。それゆえに、条文の
文言としてみれぽ、改正案の文言をそのままにしておくべきであった。・
　　＊　番場嘉一郎　座談会「新商法の経理と監査」での発言　税経通信第29巻5号　p．72．
　2　公正なる会計慣行
　第二項に「商業帳簿の作成に関する規定の解釈に付ては公正なる会計慣行を勘酌すべし。」と規定
されている。しかし、仮に商法にこういった類の定めがなかったとしても、商業帳簿の作成について
は当然に会計慣行に依らなければならないはずである。それゆえに、商法にこの規定を設けたことに
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それほど大きな意味があるとは思えない。だが、まったく当然のことであっても、今日、一般にその
ようには行なわれていないことを考えるならば、この定めを設けたことがまったく無意味になってし
まうということはないであろう。また、この定めが設けられたことによって「公正なる会計慣行」と
は何か、という問題について考えてみる機会が生れたことは確かである。
　「公正なる会計慣行」とは何かについて論じられているところを見ると、「公正なる会計慣行」と
は「多くの企業によって会計上、実際に慣習的に行なわれている方法である」と規定することにおい
て、各見解はほぼ一致している。しかし、こういう言い方が企業会計原則（以後、　r原則』とする）
を意味するのか、あるいは、それとはまったく異なる基準を意味するのかによって、　「公正なる会計
慣行」の内容が異なってくる。たとえば、居林次雄氏は次のようにのべている。　r……「企業会計原
則」修正案に記されていることは、かなり広く実施されていることが多いので、　「企業会計原則」修
正案は、有力な解釈材料となると思われる。しかし現実に行なわれている会計慣行と「企業会計原
則」修正案との間に喰い違いがあるとすれば、余程、おかしな会計慣行でないかぎり慣行が優先する
ことになろう。また、　「企業会計原則」修正案に従っているときには、公正な会計慣行であることを
立証しなくても、商法に叶っていると看倣されることになろう。何となれば、新商法では「公正な会
計慣行を斜酌しなければならない」とすることになっており、　「公正な会計慣行に依らねばならな
い」としているわけではなく、慣行を排除して理想的な会計原則に従うことも、それが商法の正しい
解釈であるとする余地を残しているからである。……そこで、広く実施されている会計慣行に依る
か、　「企業会計原則」に依るかは、企業の選択に委ねられていると解される。」＊と。この見解はr原
則』の性質を理想的なものであるとしてr原則』に「公正なる会計慣行」を表わすものではないとい
うのである。確かに、　r原則』は、その前文「企業会計原則の設定について」において、　「1　我が
国の企業会計制度は、欧米のそれと比較して改善の余地が多く具つ、甚だしく不統一であるため、企
業の財政状態並びに経営成績を正確に把握することが困難な実情にある。……0うって、企業会計の基
準を確立し、維持するため、先ず企業会計原則を設定した……。」とあるように、理想基準とみられ
る一面が存する。しかし、またr原則』は、　「2……企業会計の実務の中に慣習として発達したもの
のなかから、一般に公正妥当と認められたところを要約したものである……。」とあるように、実践
基準とみられる一面がある。そして、この文言をそのままとれば、　r原則』には理想基準と実践基準
とが含まれていて、このうちの実践基準とが含まれていて、このうちの実践基準は概ね「公正なる会
計慣行」を表わしているといってよいであろう。ただ、概ねと言ったのは、実践基準と「公正なる会
計慣行」とが全くイコールであるというには問題が残るからである。
　　＊　居林次雄i「改正な会計慣行について」産業経理第30巻6号　pp。99－100
　「公正なる会計慣行」とr原則』との関係について、たとえば、矢沢惇教授はr……公正な会計慣
行が、すべて企業会計原則に含まれているかどうかは問題である。』＊と、また同じように、高松和男
教授はr……「公正な会計慣行」は企業会計原則（修正案）そのものではないとしても、すくなくと
も、これを含むものと考えることができる。』＊＊とのべている。これらの見解によれぽ、「公正なる会
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計慣行」はr原則』よりも広いと理解されているのである。この点について番場嘉一郎教授にr……
修正企業会計原則は株式会社を念頭においた会計原則であるから、有限会社、合名会社、合資会社、
個人企業には適用されえない箇所を含んでいる。また、修正企業会計原則は業種としては商工業を考
えているから特殊な業種の公正な会計慣行をあらわしてはいないということもありうる。』＊＊＊とのべ
ている。ただ、このほかにも「公正なる会計慣行」の方がr原則』よりも広いところは多々存する。
たとえば、設備資産の減価償却についてみると、定額法、定率法、あるいは、特定の設備資産につい
てだけ認められる生産高比例法、これらのいずれかの方法が慣習的に企業において選択適用されてい
る、すなわち、　「公正なる会計慣行」として行なわれている。こういうものについての取り扱いはも
ともとr原則』にはとりあげられておらず、また、現在のr原則』においても詳細に取り扱われては
いない。こういうものについての詳細な取り扱いはもともと法人税法及びその取扱通達などにおいて
なされていたのであって、それが「公正なる会計慣行」として定着したのである。従って、また、そ
ういう意味からも「公正なる会計慣行」はある部分においてr原則』よりも広いと言えるのである。
しかし、『原則』はすべての面にわたって「公正なる会計慣行」よりも狭いということはない。　『原
則』が制定された当時、わが国の会計実務は世界にくらべて著しく低い段階にあった。そこで、その
立ち遅れを是正すべく『凍則』が制定されたのであって、必ずしもr原則』は「わが国の企業会計の
実務の中に慣習として発達したものの中から一般に公正妥当と認められたもののみを要約した」とい
うものではなく、理論上かくあるべしというものも含んでいる。そういうものはr原則』が修正され
る毎にに減ってきてはいるが、まだ現在の『原則』の中にも、そのように言える部分、たとえぽ、損
益計算書の記載区分の方法など、が若干含まれている。このように考えてみると、　「公正なる会計慣
行」とは『原則』そのものではないが、　『原則』のうちの実践基準を中心として、税法などによって
一般に実務上行なわれているものである、と言って良いであろう。
　　＊矢沢惇「商法改要綱におけ商法と企業会計原則」産業経理第30巻6号p．79
　＊＊　高松和男「公正な会計慣行と会計原則」企業会計第25巻9号　p．41
　＊＊＊番場嘉一郎「商法改正案と企業会計原則修正案」税経通信第28巻12号　p．4
　3　「勘酌」一会計と法
　古い時代の財務会計は、その時代の企業形態というものから推測すれば、自己の財産がどれだけ増
加したか、つまり、どれだけもうかったかを計算するために、すなわち、分配可能利益算定のために
だけ行なわれていたであろう。その後、企業形態が人的結合によるものから物的結合によるもの、そ
の代表的形態である株式会社へと変化、発展するに伴ない、企業をとりまく株主、債権者、その他多
くの利害関係者は経営状況に関心を示すようになってきた。そこで、財務会計は分配可能利益算定と
いうことのほかに、経営状況の報告のために用いられるようになった。そして、この経営状況の報告
ということについて法律は財務会計に関与してきたのである。
　財務会計と商法との、あるいは、会計学と商法学との関係はかなり古く、すべての商人に六ケ月ご
とに財産目録の作成を義務づけた1673年のフランス商業条例、商業帳簿に関する規定や財産評価に関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一128一
する低価主義規定を有する1794年の一般プロシヤ州法、第31条の評価規定を有する1861年のドイツ商
法典以来の関係である。特にそういった関係はドイツにおいて著しく、ドイツの会計学（貸借対照表
論）は商法学者によって始められたほどである。＊ドイツの会計学は上記の1861年のドイツ商法典第
31条の価値規定、すなわち、rWert」の解釈をめぐっての議論の中から発展してゆくのである。　rWert」
は当初、裁判所の判決によって「客観価値」、「一般価値」が念頭におかれていた。＊＊しかしながら、
会計の実務においてrWert」は「客観価値」、「一般価値」ではない。従って、　r少なくと臨一部の
人々はそのために支持されえない状態に陥いるのではないか、という感じをいだいていていた。」＊＊＊
rこの問題について当時の第28条（現在の第38条）には正規の簿記の諸原則に従って商業帳簿を作成
せよとの付け出し規定（Zusatz）はなかった。』＊＊＊＊しかし、商法が財務会計について何かを規定する
ばあい、商法は専門としての財務会計の立場からみると、条文に不備な点、あるいは、欠陥があるこ
とは避けられない、また、いちいち細かな規定を設けることも不可能である。それゆえに、ドイツ商
法第38条の「すべての商人は、帳簿を備え、これに正規の簿記の諸原則に従って営業取引及び財産の
状況を明らかにすることを要す6」（Jeder　Kaufmann　ist　verpflichtet，　BUcher　zu　fUhren　und　in
diesen　seine　Handelsh巨fte　und　die　Lage　seines　Verm6gens　nach　Grundstitzen　ordnungsmtissigen
BuchfUhrung　ersichtlich　zu　machen．）という規定、これと同趣旨と思われるわが国商法第32条「・・
…公正なる会計慣行を甚斗酌すべし。」という規定、これらの規定の有る無しにかかわらず、商法にお
ける会計規定の解釈にあたってほ、　「正規の簿記の諸原則」あるいは「公正なる会計慣行」に従って
解釈しなければならないであろう。
　　＊Ernst　Walb「Zu　Dogmengoshichte　der　Bilanz　von　1861－1919」Festschrift　f仕r　Eugen　Sohmalenbach
　　s，6－7参照
　＊＊　同　上
　＊＊＊同上s．6
＊＊＊＊同上s。4
　「勘酌」という語には「①　水または飲料などをくみわけること。②　照合して取捨すること。③
先方の事情・心状をくみとること。④ほどよくとりはからうこと。ひかえめにすること。手加減す
ること。⑤遠慮・辞退。」といった意味がある。法律用語としての「斜酌」はr問題とされる事情・
条件などをくみいれて判断する」＊という意味に限定され、「基づく」、「依拠」、「準拠」などに近い意
味であると言われている。＊＊たが、先（1－2）に紹介したところにおいて居林氏が『……勘酌しな
ければならない、とすることになっており、……依らなければならない、としているわけではない…
…」＊＊＊とのべているように、法律用語としての「斜酌」には、ニュアンスとして、「基づく」、「依
拠」、「準拠」などの語と異なり、そこに若干の裁量の余地が残されている、と主張する者も多く存す
る＊＊＊＊Q
　　＊　佐藤達夫「法令用語辞典」学陽書房　昭和25年
　＊＊　高木清三郎「公正な会計慣行と企業会計原則」産業経理第30巻6号　p．95参照。
　＊＊＊　居林次雄　前掲書
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＊＊＊＊@田辺　明　座談会「商法と会計の新しい接点」での発言　企業会計第22巻5号　p．30参照、矢沢　惇
　　前掲稿　p．79参照。
　商法が「勘酌」というような語を用いたことについて、次のように言われている。商業帳簿の作成
についての規定は、たとえ「公正なる会計慣行」が存在していようとも、これに替わりうるような公
正な方法が考えられたときには、たとえそれが会計慣行になっていなくともそれをくみ入れて解釈す
るためであるとか＊、会計に新しい事態が生じたときには「公正なる会計慣行」は存しないので、別
の方法によって解釈するためであるとか＊＊、いわれている。しかし、仮に「公正なる会計慣行」によ
ってもよらなくても良いというのであれば、わざわざ商法は「斜酌」するものの対象を「公正なる会
計慣行」に限定する必要はなかったであろう。だからといって、商法のこの条文から「公正なる会計
慣行」という語を削除すべきであるというのではない。むしろ、先にのべたごとく、商業帳簿の作成
については「公正なる会計慣行」によるべきなのであって、日常語的意味にとらわれて誤解を受けや
すい「勘酌」などという語を用いず、はっきりと「基づく」、「依拠」、「準拠」という語を用いるべき
であった。
＊　田辺　明　前掲談　p．30参照。
＊＊ 賰?@惇　前掲稿　p．79参照。
II　解決できる問題
　商法第32条第二項の規定が改正されたことによって、とにかく、当然のことでありながら、商法に
おける会計規定の解釈については「公正なる会計慣行を斜酌すべき」ことになった。そこで、商法に
おける会計規定の解釈についてみられる意見の対立を解消することが多少なりとも容易になった。
　1　商法第287条の2の解釈
　第287条の2「引当金」の条文解釈について従来から意見の対立がみられる。ただ、それは一般に
言われているような会計学者側と商法学者側との問にある対立ではない。この条文の商法学者側によ
る解釈は一般に広義説であると言われているが、むしろそれは全く逆で、狭義説としてほぼ統一され
ている。＊対立は、むしろ狭義説をとる会計学者商法学者と広義説をとる経団連・一部法務局当局者と
の間にある。＊＊広義説によれば、将来に実施される多額の資本的支出に備えるため、利益留保を目的
として役立つ創業何周年記念事業引当金、渇水準備金等のいわゆる特定引当金を「商法上の引当金」
とみているのである。＊＊＊確かに、第287条の2の条文、特に「特定の支出または損失に備えるため」
という部分を文言どうりに読めぽ、広義説が支持されうるかに思われる。しかし、「引当金」は本来、
会計、特に現行会計、すなわち発生主義会計特有の用語であり、概念である。発生主義会計において
は、費用・損失、収益・利益は実現基礎によって計上されている他、費用・損失は発生基礎によって
も計上されている。つまり費用・損失については実現したもののほか、未実現であっても、将来、実
現することが予測され、その実現することの原因が当期に存するもρについても当期の費用・損失と
してとりあげられている。そして、この発生基礎によって計上される費用・損失が引当金と関連する
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　　し
のである。＊＊＊＊すなわち、引当金は分配可能利益算定ということにおいて充分に意味のある会計固有
の概念である。従って、引当金、第287条の2の解釈にあたって「公正なる会計慣行」に従うならば、
何ら損益計算とかかわりのない特定引当金などというものは第287条の2の引当金とは解されない。
　＊　会田義雄「商法第287条の2の引当金について」企業会計第16巻8号　p．　参照、並俊守「商法と省令
　　における引当金の概念」企業会計第16巻6号　p，　参照。
　＊＊　味村　治「株式会社の貸借対照表及び損益計算書に関する規則の解説」企業会計第15巻5号　p．　参照
　＊＊＊同上p．　参照。
＊＊＊＊　木村重i義「引当金についての基本的考察」企業会計第16巻6号　p．　参照。
　2　継続性の原則
　継続性の原則が問題になると、しばしばシュマーレンバッハのいう継続性の原則が引き合いに出さ
れ、その用語法とわが国のそれと異なる点について論じられている。わが国において継続性の原則が
特に商法との関連で論ぜられるばあいには、それは『原則』一般原則5の継続性の原則についてであ
る。
　継続性の原則について、商法には従来から明文はない。この点について上田明信氏は『明文なくし
て、重大な法律効果を生ずるものを国民に強制することはできないと解する……。』＊とのべ、さらに、
商法第285条の2「流動資産の評価」の条文を例として次のように論じている。第285条の2の第一
項の規定は、あるぽあいに時価を用いることとなっているが、「原則として取得原価によること」と
なっているから「原価主義」評価の規定であり、第二項の規定は「低価主義」評価の規定である。仮
に、商法が継続性の原則を強制しているとすれば、いったん「原価主義」を採用すると、正当な事由
なしには「低価主義」を採用することは評されないことになる。しかし、実務において「原価主義」
と「低価主義」とがそのときどきに応じて行なわれている。それは、商法が第一項によっても、第二
項によってもよいとしている、つまり、商法が評価方法について何ら継続性の原則を強制していない
ことの証拠である。また、同じように理解すれば、商法は、棚卸資産の評価額の算定方法として先入
先出法、後入出法、その他の方法の適用について、及び、設備資産の減価償却の方法として定額法、
定率法、その他の方法の適用について継続性の原則を強制していないと解される＊＊、というのであ
る。
　　＊上田明信「商法における継続性」企業会計第19巻2号　p．75
　＊＊　同　　上　pp．76－77参照。
　第285条の2は第一項、号二項ともに低価主義の規定である。従って、上田氏が第一項を原価主義
の規定であるというとき、その原価主義は会計上の原価主義を意味しない。しかし、氏は自らが原価
主義というところのものを会計上の原価主義であると誤解して論じている。本稿ではいちおう氏のい
う原価主i義は会計上の原価主義を意味すると仮定して論を進めることにする。氏は、仮に商法上、継
続性の原価が強制されているならば、いったん原価主義を採用したのちに低価主義を採用することは
できないにもかかわらず、時として低価主義が採用されるのは商法が継続性の原則を強制していない
からである、とのべている。しかし、このような論理は、逆に、会計において継続性の原則が強制さ
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れているにもかかわらず、低価主義の採用がなされているという事実をどのように理解するのであろ
うか。
　会計上、なぜ継続性の原則が強制されるのかといえば、それは分配可能利益の算定及び経営状況の
報告ということについて意味が存するからである。
　たとえば、設備資産の償却方法についてみると、定額法、定率法、その他種々の方法があって、い
ずれの方法を採用するかによってその期に算定される分配可能利益は異なることになる。ここにおい
て各方法間の勝手な変更が認められるならば、各期の分配可能利益は恣意性をもって計算されること
になる。従って、採用するばあいには任意であってもいったん採用したあるひとつの方法を強制する
継続性の原則は恣意性を排除し、分配可能利益を正しく算定するために意味が存する。また、財務諸
表は分配可能利益算定のために用いられる簿記をもとにして作成される以上、上記同様に、会計処理
の原則及び手続について継続性の原則は意味があう。さらに、財務諸表は経営状況を表わし、それが
利害関係者によって読まれているものであってみれば、継続性の原則は会計処理の原則及び手続のみ
ならず、財務諸表作成の原則及び手続についてもいいうるであろう。たとえば、ある年度に固定資産
の部に表示した有価証券を他の年度に流動資産の部に表示したり、各科目の名称を勝手に変更したの
では経営状況の報告書たる財務諸表の意味を小さなものにしまうであろう。ここにおいてまた継続性
の原則は意味がある。
　上記のように継続性の原則は現代の財務会計における有用な原則である。しかし、上田氏は、商法
が継続性の原則を強制しているとする理由づけとしてこの原則が財務会計において有用な原則である
から、ということを理由とすることは漠然としている＊、とのべ、さらに、『商法の解釈については、
会計の理論および技術や慣行を尊重しなけれぽならないが、無批判、無条件に従うべきではない。』＊＊
としている。そのうえ氏はr商法は必ずしも、期間損益計算に拘泥してはいない』＊＊＊とさえ言ってい
る。しかしながら、継続性の原則は上述のごとく充分に意味がある原則であって、無批判、無条件と
いうよりはむしろ充分に検討したならぽ、商法としても尊重しなければならない原則である。また、
氏がいうように、商法が損益計算に拘泥していないとすれぽ、それこそ問題で、商法が会計への強行
法規であることさえ疑わしいことになるであろう。さらに、氏が明文のないことを理由として商法が
継続性の原則を強制していないとしたのであれぽ、今回の改正において設けられた、「……公正なる
会計慣行を斜酌すべし。」という規定はまさに明文であって、商法が継続性の原則を強制しているか
どうかという問題に終止符が打たれたことになるであろう。
　　＊前掲稿　p。77参照。
　＊＊同　上p．77
　＊＊＊　　ri－lj　　　」二　　p．78
III　『原則』の在り方
1において『原則』を理想基準に属するものと実践基準に属するものとに分けた。
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　企業会計原則を理想版と現実版とに分ける考え方は大住達雄先生の説にみられる。ただ大住先生の
いう企業会計原則というものは企業会計制度対策調査会の手になる『原則』のことではない。先生は
次のように論じている。　r企業会計原則には、実質的意i義における企業会計原期と形式的意義におけ
る企業会計原則とがある。実質的意義における企業会計原則とは、一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準をいい、形式的意義における企業会計原則とは、実質的意義における「企業会計原則」が
……ｬ文に編集されたものをいう』＊と。さらに先生はこの実質的な企業会計原則を理想版と現実版と
に分けている。そして、理想版とは、『……「企業会計ゐ処理は、かくあらねばならない。」という理
想型のものであり、……必ずしも法令の規定に捉われる必要はなく、商法その他の法律における計算
規定に不備または欠陥の個所が存在する場合においては、これを指摘して、その改正を勧告する意見
書としての性格を具有するものである。』＊＊とし、また、現実版とは、r企業が法令に従った会計処理
を行なうに当っての指針となるものである。』＊＊＊としている。従って、大住先生によれば、r法律の強
行規定に違反する多くの基準が収容されていて、しかも、…将来において、商法、税法、物価統制令
等の企業会計に関係のある諸法令が制定改廃される場合において尊重されなければならない…』＊＊＊＊
r原則』はr実質的意義における企業会計原則理想版を文書をもって表現した形式的意義における企
業会計原則理想版である。』＊＊＊＊＊というのである。
　＊　大住達雄「企業会計原則理想版と現実版」企業会計第24巻6号　p．13
　＊＊　同　　上　p．13参照。
　＊＊＊同　上PP．13－14
＊＊＊＊同　上p．14
＊＊＊＊＊同　上p．14
　大住先生が理想版、現実版というのと本稿において理想基準、実践基準というのと、これらの用語
だけから判断すると同じような内容を意味するのではないかと考えられるかもしれない。しかし、上
記のごとく、大住先生が理想版というのは具体的にはr原則』を意味しており、現実版というのは法
令そのものを意味している。これに対して、本稿においていう理想基準、実践基準はr原則』の中に
ある諸基準をふたつに分けたものである。
　大住先生によれば、　r原則』は理想版である、とされているけれども、この見方は1においてのべ
たように、　『原則』がもつところの「企業会計の実務の中に慣習として発達してきたもののなかか
ら、一般に公正妥当と認められたところを要約したものである……。」という性質を全く無視したも
のと言えるであろう。むしろ、　『原則』の性質のある面をこの文言のままに理解すれぽ、また、この
文言をそのまま読むことは一般に承認されていて、r原則』には実践基準が含まれているといえる。
この実践基準こそ「公正なる会計慣行」を示すものである。ただ、　「原則』の実践基準は「公正な
る会計慣行」としては大綱的にすぎるので、たとえば、1においてのべたごとく、すでに「公正なる
会計慣行」として確立している法人税法及びその取扱通達にみられる一部分などを実践基準として
r原則』の中に組み入れるべきであろう。上記のごとく充実したr原則』の実践基準は「公正なる会
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計慣行」として商業帳簿作成のための解釈指針となる。そこで、この部分は『原則』からとり出して
「会計実務の手引」として編集することが実務上意味があると思う。そうするとr原則』は実践基準
を除いた理想基準だけを内容とするものになる。r原則』が理想基準だけで編集されるとして、実践
基準を収めた「会計実務の手引」の編集をなすぼあいと同じく理想基準はその内容を充実する必要が
あるだろう。
　財務会計の大きな機能として分配可能利益算定の機能、経営状況の報告の機能があげられる。しか
し、財務会計はこれらの機能を全く充分にはたしているというわけではない。たとえば、貨幣価値の
変動ということにおいて分配可能利益が影響を受けている。これについてr原則』に何らかの基準を
設ける必要があるだろう。また、たとえぽ、AICPA会計調査公報第43号、　AAAの会社財務諸表に
ついての会計・報告の基準などによって勧告されているようなリース資産の財務諸表への表示、及
び、ASOBATによっr（提案されているような原価・時価を用いた多桁式財務諸表の作成などは経営
状況の報告ということに大いに役立つわけで、　r原則』にこれら勧告、提案を受け入れるべきであろ
う。
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